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松本市校長会 幹事
（寿小学校長）

知識経験を有する者

4 委員 藤松　隆雄
松本市校長会 幹事
（鉢盛中学校長）

知識経験を有する者

5 委員 瀧澤　修一 長野県消費生活センター 所長 知識経験を有する者

6 委員 北野　憲雄 松本市民生委員・児童委員協議会 副会長 知識経験を有する者

7 委員 松岡　喜久子
松本商工会議所 女性部部長
（㈱松本ホテル花月 代表取締役社長）

事業者

8 委員 太田　安隆
松本商工会議所
（㈱ステーションビルMIDORI 松本店店長）

事業者

9 委員 谷﨑　幸一郎
松本商工会議所
（地域振興部 地域振興グループ長）

事業者

10 委員 瀧澤　和子 松本市女性団体連絡協議会 幹事 消費者

11 委員 織田　ふじ子 公募 消費者

12 委員 宮川　みさ子 公募 消費者

13 委員 岡田　忠興 公募 消費者

松本市消費者問題協議会委員名簿

委員任期：令和7年４月１日～令和9年３月３１日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



○松本市消費者保護条例 

平成３年９月３０日 

条例第４１号 

松本市消費者保護条例（昭和４９年条例第９２号）の全部を改正する。 

目次 

第１章 総則（第１条―第５条） 

第２章 消費者の権利保護 

第１節 危害の防止（第６条―第１０条） 

第２節 取引、表示及び計量等の適正化（第１１条―第１５条） 

第３節 苦情の処理及び被害の防止（第１６条・第１７条） 

第３章 物価の安定（第１８条―第２１条） 

第４章 資源、エネルギーの保護（第２２条―第２４条） 

第５章 消費者保護の総合的推進 

第１節 行政体制と消費者組織の強化（第２５条―第２９条） 

第２節 市民意見の反映（第３０条・第３１条） 

第６章 雑則（第３２条・第３３条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、日常生活における消費者の利益の擁護及び増進を図り、消費者の権利を確立する

ため、市長及び事業者の果たすべき責務並びに消費者の果たすべき役割を明らかにするとともに、そ

の施策の基本となる事項を定め、その施策の総合的推進を図り、もって市民の消費生活の安定と向上

に資することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 消費者の利益の擁護及び増進は、消費者がもつべき次の各号に掲げる権利を基本として推進さ

れなければならない。 

(1) 安全である権利 消費者が生命、身体又は財産に対し危害を及ぼす、若しくは及ぼすおそれのあ

る商品及び役務から保護される権利 

(2) 知らされる権利 消費者が詐欺的な又は不当な取引方法から保護され、かつ、賢明な選択ができ

るよう必要な事実を知らされる権利 

(3) 選ぶ権利 消費者が常に商品及び役務（以下「商品等」という。）等を適正な価格で自由に選択

できるよう保証される権利 

(4) 意見が反映される権利 消費者の意見があらゆる面で十分反映されるとともに、苦情の処理及び

被害の救済が正当かつ迅速に行われることが保証される権利 



(5) 自主的な行動の権利 消費者が常に自主的な組織で消費者活動を積極的に行えるよう保証される

権利 

（市長の責務） 

第３条 市長は、あらゆる施策を通じて消費者の利益の擁護及び増進に努めなければならない。 

２ 市長は、前項の施策を実施するに当たって必要があると認めるときは、国、他の地方公共団体及び

関係業界等に対し、適切な措置をとるよう要請するものとする。 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、消費者に提供する商品等について、危害の防止並びに価格、計量等の適正化及び安

定供給に努めるとともに、市長が実施する施策に積極的に協力しなければならない。 

２ 事業者は、消費者に商品等を提供する場合において、常に品質その他の内容の向上に努めなければ

ならない。 

（消費者の役割） 

第５条 消費者は、自らの権利を生かし、進んで消費生活に関する知識を習得し、自主的かつ合理的に

行動するとともに、相互に連携して消費生活の向上に積極的な役割を果たすものとする。 

第２章 消費者の権利保護 

第１節 危害の防止 

（欠陥商品等の提供の禁止） 

第６条 事業者は、消費者の生命、身体又は財産に対し危害を及ぼす、若しくは及ぼすおそれのある商

品等又は消費者に著しく不利益を及ぼす商品等（以下「欠陥商品等」という。）を提供してはならな

い。 

２ 事業者は、その商品等が欠陥商品等であることが明らかになったときは、直ちにその事実を発表す

るとともに、安全確保のため必要な措置を講じなければならない。 

（指導、勧告及び公表） 

第７条 市長は、前条第１項の規定に違反した事業者に対して、安全を確保するため必要な措置を講ず

るよう指導し、その指導に従わないときは勧告することができる。 

２ 市長は、事業者が前項の規定に基づく勧告に従わないときは、あらかじめ、当該事業者に対し、意

見を述べる機会を与え、その内容について必要な事項を公表することができる。 

（情報の収集及び提供） 

第８条 事業者は、市長が消費者の安全を確保するため、必要な情報を収集しようとするときは協力し

なければならない。 

（安全性の確認等） 

第９条 市長は、社会的に安全性が確認されていない商品等について必要があると認めるときは、情報

を収集し、その情報を消費者に提供するとともに、国、県及び関係業界等に対し、その商品等の製造、

輸入、使用等について適切な措置をとるよう要請することができる。 



（安全商品等の確保） 

第１０条 事業者は、消費者の生命、身体又は生活環境を守るため、社会的に安全性が確認されている

商品等（以下「安全商品等」という。）の提供に努めなければならない。 

２ 市長は、市民生活の安定と生活環境を守るため、必要があると認める安全商品等について、その安

全商品等の提供を事業者に要請するものとし、事業者は、市長が求める安全商品等の提供に協力しな

ければならない。 

第２節 取引、表示及び計量等の適正化 

（不当な取引行為の禁止） 

第１１条 事業者は、消費者に商品等を提供する場合において、消費者に誤解を生じさせるおそれのあ

る説明、表示、広告若しくは宣伝をし、又は消費者の知識、経験等の不足に乗じて消費を過度に刺激

する不当な取引行為を行ってはならない。 

２ 事業者は、消費者に商品等を提供する場合において、消費者の自由に選ぶ権利を不当に妨げる取引

行為を行ってはならない。 

３ 事業者は、消費者との取引において、正当な契約及び契約の解除権等の行使を不当に妨げる取引行

為を行ってはならない。 

（商品等の表示） 

第１２条 事業者は、法令に定めがあるもののほか、消費者が商品等の購入又は利用をするに際し、選

択を誤ることのないよう必要な事項をわかりやすく説明し、又は表示しなければならない。 

（価格表示及び単位価格表示） 

第１３条 事業者は、消費者が商品等の購入又は利用に際し、選択を誤ることのないようその商品等の

提供単位、単位価格及び販売価格を見やすい箇所に表示するように努めなければならない。 

（計量の適正化） 

第１４条 事業者は、消費者に商品等を提供する場合において、適正な計量を行わなければならない。 

２ 市長は、事業者が前項の規定に違反し、不適正な計量を行っている疑いがあると認めるときは、立

入り調査することができる。 

３ 市長は、消費者と事業者との間の取引に際し、適正な計量が確保されるよう必要な施策を講じなけ

ればならない。 

（指導、勧告及び公表） 

第１５条 市長は、第１１条から前条までの規定に違反し、商品等を提供している事業者に対して、そ

の違反を是正するため必要な措置を講ずるよう指導し、その指導に従わないときは勧告することがで

きる。 

２ 市長は、事業者が前項の勧告に従わないときは、あらかじめ、当該事業者に対し、意見を述べる機

会を与え、その内容等について必要な事項を公表することができる。 

第３節 苦情の処理及び被害の防止 



（苦情の処理） 

第１６条 事業者は、消費者と事業者の間の取引に関して生じた苦情について、適切かつ迅速に処理す

るよう努めなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による苦情が解決しないときは、そのあっせん調停等に努めるとともに、必要

に応じてその結果を公表することができる。 

（被害の防止） 

第１７条 市長は、消費者の苦情の発生原因が商品等の内容又は取引方法にあると認めた場合において、

特に必要があると認めるときは、国、県及び関係業界等に対して、その発生原因の改善について適切

な措置をとるよう要請するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による消費者の苦情の発生原因が速やかに処理されず、その被害が広範かつ不

特定多数の消費者に及ぶおそれがあると認めたときは、速やかにその内容を周知し、消費者被害を未

然に防止するよう努めるものとする。 

第３章 物価の安定 

（流通の円滑化等） 

第１８条 事業者は、消費者の日常生活に欠かすことのできない物資（以下「生活必需物資」という。）

について、流通の円滑化及び価格の適正化に努めなければならない。 

２ 市長は、生活必需物資の円滑な流通を確保し、価格の安定を図るため、必要とする施策の推進に努

めなければならない。 

（生活必需物資の確保） 

第１９条 市長は、生活必需物資が不足し、若しくはその価格が著しく高騰し、又はこれらのおそれが

ある場合は、当該生活必需物資の供給及び価格の安定について、国、県及び関係業界等に対し、必要

な措置を講ずるよう要請することができる。 

２ 事業者は、市長から前項の要請を受けた場合、当該生活必需物資の供給確保と価格の適正化に努め

なければならない。 

（物価等の監視） 

第２０条 市長は、生活必需物資の価格及び需給の動向等に関する実態を把握するため、価格調査及び

情報の収集（以下「物価調査等」という。）を行うことができる。 

２ 事業者は、前項の規定により市長が物価調査等を行おうとするときは、市長の求める必要な資料の

提供に協力しなければならない。 

（不当な事業行為の禁止） 

第２１条 事業者は、前条の規定により市長が行おうとする物価調査等において、不当に事実と異なる

資料の提供を行ってはならない。 

第４章 資源、エネルギーの保護 

（省資源及び省エネルギー化） 



第２２条 事業者は、資源及びエネルギーを保護し、有効に活用するため、包装の簡素化、過剰な広告

宣伝等の自粛及び電力、冷暖房の節約等（以下「省資源及び省エネルギー化」という。）に努めなけ

ればならない。 

２ 消費者は、事業者が行おうとする省資源及び省エネルギー化について積極的に協力するとともに、

日常生活において自ら資源、エネルギーの保護に努めるものとする。 

（資源の有効利用） 

第２３条 市長及び事業者は、消費者が資源保護の立場から社会的に再利用及び再資源化が可能な資源

物の回収及び再生等（以下「資源リサイクル等」という。）を行おうとするときは、必要に応じて協

力しなければならない。 

（省資源、省エネルギー対策） 

第２４条 市長は、資源及びエネルギーの保護の立場から、国、県及び関係機関等と協力して省資源、

省エネルギー運動を推進するとともに、必要な対策を講じるものとする。 

２ 事業者及び消費者は、市長が行おうとする省資源、省エネルギー対策の円滑な推進について協力し

なければならない。 

第５章 消費者保護の総合的推進 

第１節 行政体制と消費者組織の強化 

（行政体制の強化） 

第２５条 市長は、消費者保護行政の推進及びその実効を確保するため、必要に応じて附属機関及び諸

制度の設置など行政体制の強化を図るものとする。 

（消費者被害防止の強化） 

第２６条 市長は、訪問販売等による消費者の被害を未然に防止するため、情報の収集及び提供等につ

いて、必要な施策を講ずるものとする。 

２ 市長は、前項の消費者被害防止を円滑かつ効果的に推進するため、消費者及び消費者団体又は関係

機関等で構成する訪問販売等被害防止緊急連絡網を設置することができる。 

（啓発活動及び教育の推進） 

第２７条 市長は、消費者が自主性をもって健全な日常生活を営むことができるよう消費生活に関する

知識の普及に努めるとともに、消費者教育を推進するための必要な施策を講じなければならない。 

（消費者組織の育成） 

第２８条 消費者は、健全で合理的な生活環境を営むため、消費者相互の連携を密にし、組織化に努め

るものとする。 

２ 市長は、消費者の健全かつ自主的な組織化及び活動が促進されるよう必要な施策を構ずるものとす

る。 

（助成措置） 

第２９条 市長は、消費者保護に関する施策を達成するため必要があると認めるときは、助成措置を講



ずることができるものとする。 

第２節 市民意見の反映 

（市民参加） 

第３０条 市長は、消費者保護行政の推進に当たっては、広く消費者としての市民の意見が反映される

よう努めなければならない。 

（消費者問題協議会） 

第３１条 消費者保護行政の総合的な推進を図るため、市長の附属機関として松本市消費者問題協議会

（以下「協議会」という。）を置く。 

２ 協議会は、消費者の保護及び物価の安定等、消費者保護行政に関する施策について調査審議すると

ともに、その施策の推進について意見を述べるものとする。 

３ 協議会は、委員１３人以内をもって組織し、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 消費者 

(2) 事業者 

(3) 知識経験を有する者 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員に欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

５ 協議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選とする。 

６ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

７ 副会長は、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときにその職務を代理する。 

第６章 雑則 

（他の地方公共団体との協力） 

第３２条 市長は、事業者が第６条、第１１条から第１４条まで、若しくは第２１条の規定に違反する

事業行為又は市長の定めた基準又は事項に従わない事業行為（以下「不適正な事業行為」という。）

を行っていると認められる場合で、当該事業者の事務所等の所在地が市の区域外にあるときは、当該

区域を所管する地方公共団体の長に対し、必要に応じてその状況を通知し、是正の協力を要請するも

のとする。 

２ 市長は、他の地方公共団体の長から、市内に事務所等を有する事業者について、不適正な事業行為

等の是正の協力又は情報の提供を求められたときは、その要請に応ずるものとする。 

（委任） 

第３３条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成４年１月１日から施行する。 

附 則（平成８年６月２７日条例第２４号）抄 

（施行期日） 



１ この条例は、平成８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月１３日条例第２号） 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日（以下「施行日」という。）から施行し、この条例による改正後の松本市国

土利用計画審議会条例、松本市消費者保護条例、松本市住居表示審議会条例、松本市環境基本条例、

松本市青少年問題協議会条例、松本市農業振興地域整備促進等協議会設置条例、松本市公設地方卸売

市場条例、松本市商工業振興条例、松本市観光開発審議会設置条例、松本市交通安全基本条例及び松

本市モーテル類似施設建築等規制条例（以下「新条例」という。）の規定は、施行日以後に新条例の

規定に基づき行う委員の委嘱又は任命から適用する。 

（松本市議会議員である委員の任期の特例） 

２ この条例による改正前の松本市国土利用計画審議会条例、松本市消費者保護条例、松本市住居表示

審議会条例、松本市環境基本条例、松本市青少年問題協議会条例、松本市農業振興地域整備促進等協

議会設置条例、松本市公設地方卸売市場条例、松本市商工業振興条例、松本市観光開発審議会設置条

例、松本市交通安全基本条例及び松本市モーテル類似施設建築等規制条例の規定により委員に委嘱さ

れ、又は任命されている者で、その委員としての任期が平成２７年５月１日以後の日まである者のう

ち、松本市議会議員である者の当該委員の任期は、前項及び新条例の規定にかかわらず、平成２７年

４月３０日までとする。 

 



○松本市消費者問題協議会規則 

平成４年６月３０日 

規則第２３号 

（目的） 

第１条 この規則は、松本市消費者保護条例（平成３年条例第４１号）第３１条の規定による松本市消

費者問題協議会（以下「協議会」という。）の運営について、必要な事項を定めることを目的とする。 

（会議の招集） 

第２条 協議会は、必要に応じ会長が招集する。 

（会議） 

第３条 協議会の議長は、会長が務める。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

（関係者の出席） 

第４条 会長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見又は説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第５条 協議会の庶務は、住民自治局において処理する。 

（委任） 

第６条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（廃止） 

２ 松本市消費者問題協議会規程（昭和４７年訓令乙第６５号）は、廃止する。 

附 則（平成１１年３月１２日規則第９号） 

この規則は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月３１日規則第１７号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３１日規則第９４号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 



  別 冊 １ 

令和７年度第１回松本市消費者問題協議会 

 

 

 

 １ 令和６年度松本市消費生活相談の状況について    

 

２ 令和６年度松本市消費者保護事業の取り組みについて 

 

《資料》 

 ⑴ 広報まつもと 

 ⑵ ＭＧプレス 

 ⑶ 労政まつもと 

 ⑷ まつもと市高連だより 

 ⑸ 消費者被害防止のバス広告 

 ⑹ 消費者被害防止の電車広告 

 ⑺ 市民タイムス（小学生のための賢い消費者入門） 

（電話でお金詐欺（特殊詐欺）被害防止街頭啓発） 

                           

  

３ 令和７年度松本市消費者保護事業計画について 

 

《資料》 

 ⑴ ＭＧプレス 

 

 



令和６年度松本市消費生活相談の状況について 

 

１ 消費生活相談  

⑴ 消費生活センター 

消費者安全法に基づき設置（都道府県は義務、市町村は努力義務）され、資格を有する消費 

生活相談員の配置、全国消費生活情報ネットワークシステム（通称：ＰＩＯ－ＮＥＴ）の配備、 

週４日以上の相談対応が求められています。 

契約トラブルや悪質商法などの消費生活相談に対して「消費者への助言」や「個人の消費者 

と事業者との間に入り、トラブル解決のためのあっせん」、「消費生活情報の提供」などを行 

います。松本市消費生活センターでは２名の消費生活相談員が対応しています。 

 ⑵ 全国消費生活情報ネットワークシステム（ＰＩＯ－ＮＥＴ） 

国民生活センターと全国の消費生活センターをネットワークで結び、消費生活に関する情報 

を蓄積し、活用することを目的に整備されたシステムです。 

 

２ 消費生活相談受付状況 

⑴ 販売購入形態の月別相談件数（令和６年度の全件数） 

消費生活センターに寄せられた消費生活相談件数は１，１１８件あり、前年度の相談件数 

（１，１８９件）と比較して、７１件減（約６％減）となりました。 

相談種別

0 1 2 3 4 5 6 8 9

ワンクリッ
ク請求

4月 16 5 33 3 6 0 1 0 19 83 24 2 2 1 12 0 95

5月 16 6 32 0 16 0 0 0 11 81 29 1 1 0 16 0 97

6月 14 10 21 1 5 1 3 0 16 71 16 0 0 2 2 0 73

7月 10 14 29 0 7 1 1 0 21 83 28 0 1 0 7 0 90

8月 9 7 34 1 4 0 1 0 16 72 27 1 2 0 6 0 78

9月 17 6 30 0 11 0 4 0 22 90 26 1 3 0 10 0 100

10月 15 6 41 1 29 0 1 0 12 105 36 0 1 0 9 0 114

11月 14 18 33 0 12 0 0 0 13 90 24 1 0 0 12 0 102

12月 7 16 22 0 9 0 2 0 12 68 16 0 2 0 13 0 81

1月 13 4 29 0 9 1 2 0 15 73 22 0 0 0 11 0 84

2月 20 3 21 1 11 0 1 0 23 80 16 0 0 0 10 0 90

3月 20 11 36 1 11 0 1 0 27 107 31 0 0 0 7 0 114

計 171 106 361 8 130 3 17 0 207 1,003 295 6 12 3 115 0 1,118

分　類
計
(a)店舗

購入
訪問
販売

通信
販売

苦　　　情　【販売購入形態】 内容キーワード

問合せ
(b)

要望
(c)

合計
(a)+
(b)+
(ｃ)

うち

インター
ネット
通販

架空
請求

還付金
詐欺

マルチ・
マルチ
まがい

電話勧
誘販売

ネガティ
ブ・オプ
ション

訪問
購入

その他
無店舗

不明・
無関係



 

⑵ 相談種別「苦情」における販売購入形態の年齢別相談件数（前年度比較）         

 

ア  消費生活センターに寄せられた相談件数（問い合わせを除く）は１，００３件あり、前年度 

までの相談件数１，０７８件と比較して７５件減少（約７％）となりました。 

イ 訪問販売の相談件数が、前年度よりも２３.３％増加しています。 

ウ 電話勧誘販売も３９．８％増加しています。国際電話や自動音声ガイダンスによる不審電話 

に対する相談が増えました。また、ＬＩＮＥ電話やＺｏｏｍなども含まれるため、若い世代か 

らも一定数の相談が寄せられています。 

エ 通信販売の相談件数は減少していますが、全体の約３６％を占めており、全世代でインター 

ネットを介した契約が普及しています。 

オ 高齢者（７０歳以上）の相談割合が全体の約３０％と高く、被害防止の啓発方法、情報提供 

や見守りについて考えていく必要があります。 

 

年代
販売購入形態

R6 2 18 22 27 27 31 33 11 171

R5 3 27 30 36 27 40 58 12 233

-1 -9 -8 -9 0 -9 -25 -1 -62

-33.3% -33.3% -26.7% -25.0% 0.0% -22.5% -43.1% -8.3% -26.6%

R6 0 4 8 7 20 12 51 4 106

R5 1 5 5 11 15 16 32 1 86

-1 -1 3 -4 5 -4 19 3 20

-100.0% -20.0% 60.0% -36.4% 33.3% -25.0% 59.4% 300.0% 23.3%

R6 14 22 52 48 57 79 81 8 361

R5 9 45 52 67 76 102 66 8 425

5 -23 0 -19 -19 -23 15 0 -64

55.6% -51.1% 0.0% -28.4% -25.0% -22.5% 22.7% 0.0% -15.1%

R6 0 1 1 1 2 1 2 0 8

R5 0 0 2 1 0 0 1 0 4

0 1 -1 0 2 1 1 0 4

－ 100.0% -50.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% － 100.0%

R6 1 14 11 6 19 30 45 4 130

R5 1 9 9 11 11 21 31 0 93

0 5 2 -5 8 9 14 4 37

0.0% 55.6% 22.2% -45.5% 72.7% 42.9% 45.2% -100.0% 39.8%

R6 0 0 0 0 0 1 2 0 3

R5 0 0 1 0 0 0 1 0 2

0 0 -1 0 0 1 1 0 1

－ -100% -100% － － 100% 100% － 50%

R6 0 0 1 0 4 1 8 3 17

R5 0 0 0 0 2 2 6 1 11

0 0 1 0 2 -1 2 2 6

－ － 100.0% － 100.0% -50.0% 33.3% 200.0% 54.5%

R6 0 0 0 0 0 0 0 0 0

R5 1 1 0 3 0 0 1 0 6

-1 -1 0 -3 0 0 -1 0 -6

－ -100.0% － -100.0% － － － － -100.0%

R6 2 12 26 23 23 44 60 17 207

R5 2 10 14 23 28 43 84 14 218

0 2 12 0 -5 1 -24 3 -11

0.0% 20.0% 85.7% 0.0% -17.9% 2.3% -28.6% 21.4% -5.0%

R6 19 71 121 112 152 199 282 47 1,003

R5 17 97 113 152 159 224 280 36 1,078

2 -26 8 -40 -7 -25 2 11 -75

11.8% -26.8% 7.1% -26.3% -4.4% -11.2% 0.7% 30.6% -7.0%

R6 0 0 1 2 0 2 7 0 12

R5 0 1 0 5 1 4 10 0 21

0 -1 1 -3 -1 -2 -3 0 -9

－ -100.0% 100.0% -60.0% -100.0% -50.0% -30.0% － -42.9%

不明・無関係

前年度比較

合　　計

前年度比較

架空請求

前年度比較

ネガティブ・オプ
ション（送り付け商

法） 前年度比較

訪問購入

前年度比較

その他無店舗

前年度比較

通信販売

前年度比較

マルチ・マルチまが
い（連鎖販売取引）

前年度比較

電話勧誘販売

前年度比較

70歳以上
無回答

（未入力） 合　計

店舗購入

前年度比較

40歳代 50歳代 60歳代

訪問販売

前年度比較

20歳未満 20歳代 30歳代



 

⑶ 電話勧誘販売の年齢別相談件数の推移 

〇令和６年度の傾向 

・～19歳 ＳＮＳ上の知人に勧誘された副業  

・20代  ネット（ＳＮＳ含む）上での広告や勧誘に起因する副業１１件  

・30代 「電話が止まる」などの不審電話４件、副業３件、オンライン英会話の勧誘など 

・40代 「電話が止まる」などの不審電話４件、サブスク契約の解約１件、 

・50代 「電話が止まる」などの不審電話１０件、光回線や光熱水費の照会勧誘３件、副業３件 

・60代 「電話が止まる」などの不審電話２７件  

・70代 「電話が止まる」などの不審電話３４件、海産物、皇室関連商品、不動産売却など  

 

ア 各年度とも７０歳以上の相談件数が多くなっています。固定電話があり、日中に在宅して 

いることが影響していると推察されます。 

イ 新しい電話ツール（ＬＩＮＥ電話やＺｏｏｍなど）の普及により、２０代・３０代の相談 

もあり、全世代で注意が必要です。 

 

⑷ ＳＮＳをキーワードとした年齢別相談件数の推移 

※ＰＩＯ－ＮＥＴにおける内容キーワードのうち「ＳＮＳ」に該当するものを抽出 

 

【該当するもの】 

mixi、Facebook、Ｘ、instagram（TikTok、youtubeも含む） 

ＳＮＳで勧誘され、申込・契約した事例など 

ＳＮＳ上での広告から申込・契約も含む 

 

【該当しないもの】 

登録制の出会い系サイト、個人のブログ、携帯電話番号へのショートメール 

 

 

　　　年代

年度 20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上
無回答

（未入力） 合　計

Ｒ６ 1 14 11 6 19 30 45 4 130

Ｒ５ 1 9 9 11 11 21 31 0 93

Ｒ４ 0 6 4 5 6 10 26 1 58

Ｒ３ 0 2 3 3 14 10 26 0 58

Ｒ２ 0 3 6 2 13 19 42 0 85

　　　年代

年度 20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上
無回答

（未入力） 合　計

Ｒ６ 3 25 20 16 29 22 15 3 133

Ｒ５ 4 21 21 18 23 31 6 2 126

Ｒ４ 4 26 8 19 27 18 9 0 111

Ｒ３ 5 17 12 17 9 11 6 1 78

Ｒ２ 3 18 9 11 12 9 3 0 65



 

〇令和６年度の傾向 

・～19歳 副業１件、未成年取消し２件、商品未着１件 

・20代  副業・投資１６件（うち借金伴う９件）、美容エステ、定期購入が多い 

・30代  副業・投資６件（うち借金伴う２件）、商品未着や粗悪品などのトラブルが多い 

・40代  副業・投資１件、化粧品、健康食品、定期購入が多い 

・50代  副業・投資５件、化粧品、健康食品、定期購入、商品未着・相違が多い 

・60代  副業・投資３件、占い事例２件、化粧品、定期購入、商品未着が多い、 

・70代  副業・投資０件、宝くじ当選金引出し手数料詐欺１件、化粧品、健康食品が多い 

 

ア 新型コロナウイルス以降、自宅からオンラインでコミュニケーションをとるＳＮＳの利用 

 が加速しました。その結果、ＳＮＳをきっかけとした相談が年齢を問わず増加しています。 

イ ２０代の副業や投資に関する相談は、借金を伴うケースも多く、若者の知識や経験不足に 

 付け込んでいると考えられます。 

 

⑸ 消費生活相談への対応と被害救済の状況（前年度比較） 

※ あっせんとは、法的な指導権限や強制力を伴うものではなく、消費者と事業者との間に入っ

て調整・交渉し、解決を目指すこと。 

 

ア 助言が９０２件（前年度の９８８件、約１０％減少）、あっせんが１０５件（前年度の９１ 

件、１５％増加）となっています。 

イ 相談員の助言やあっせんの未然防止額やクーリング・オフ制度による回復額（返金額）が、 

合計８７，２８７，４３６円（前年度総額１７，６８６，７８５円）でした。 

ウ 前年度と比べて６９，６００，６５１円増加（約３９４％増）しました。 

助言 あっせん 合計

R6 902 105 1,007

R5 998 91 1,089

-96 14 -82

-10% 15% -8%

R6 85,416,111 1,871,325 87,287,436

R5 13,556,592 4,130,193 17,686,785

71,859,519 -2,258,868 69,600,651

530% -55% 394%

対応件数

未然防止・
回復額

前年度
比較

前年度
比較



 

 

令和６年度松本市消費者保護事業と取り組みについて 

 

事  業 取り組み 

【広報紙や新聞情報紙等への記事掲載】 

１ 「広報まつもと」特集ページ 

 

 

年２回の特集ページ掲載 

・令和６年５月号・・・「新しいこと」を利用する手 

口に注意！ 

・令和７年２月号・・・新手の架空請求などに注意！ 

２ 新聞情報紙等 １ 信濃毎日新聞社「ＭＧプレス」 

⑴ 掲載日 毎月第４金曜日 

⑵ 内 容 消費生活相談事例等の紹介と注意喚起 

２ 勤労情報冊子「労政まつもと」 

⑴ 掲載月  令和６年１０月 

⑵ タイトル 賢い消費者になりましょう 

⑶ 内  容  投資用マンションの勧誘 

※市内の事業者およそ９００社を対象にした 

勤労情報冊子（市労政課作成・発行） 

３ 高齢者クラブ連合会「まつもと市高連だより」 

⑴ 掲載月  令和６年７月 

⑵ タイトル 賢い消費者になるために 

⑶ 内  容  貴金属の訪問購入トラブル 

【ラジオ出演】 ＦＭまつもと(７９．１ＭＨｚ) 

１ 放送日時 ５月９日 

午前７時３０分～７時４５分 

２ タイトル 「５月は消費者月間です」 

３ 内 容  ・消費生活センターの紹介 

・ＡＩ関連の消費者トラブル事例 

・賢い消費者になるために必要な力 

【松本市公式ホームページ】 松本市消費生活センター、消費者庁や国民生活セン

ターの「注意喚起情報」を随時掲載。 

（計１７回発信） 

【ＳＮＳ等による発信】 

１ ＬＩＮＥ・安心メール 

 

 

ＬＩＮＥ ・安心メール 

消費者保護等に関する情報を広く周知 

ＬＩＮＥ・・・・計１回発信  

       「自動音声不審電話」 

安心メール・・・計３回発信 

       「大手通信会社をかたる架空請求」 

       「自動音声不審電話」 

       「バナー広告を介した通信販売」 



 

 

２ 国民生活センター配信 「見守り新鮮情報」と「子どもサポート情報」を地

域づくりセンター、福祉ひろば、こども育成課(児

童施設)へ発信（計３８回発信） 

 

【消費者保護啓発冊子等の配布】 

１ 消費者保護啓発冊子 

「賢い消費者になるために」 

「Ｃｏｏｌな中学生宣言」  

「小学生のための賢い消費者入門」 

 

冊子データを市ホームページに掲載 

出前講座等の消費者教育事業に活用 

 

「賢い消費者になるために」 

掲載ページはこちら ▶  

 

 

「Ｃｏｏｌな中学生宣言」 

掲載ページはこちら ▶  

 

 

 

「小学生のための賢い消費者入門」 

掲載ページはこちら ▶  

※２月１日付市民タイムス掲載 

            

２  消費者保護啓発チラシ等 １ ２０２４新社会人激励のつどい 

  ４月９日開催 約１７０部配布 

  配布物・・・オリジナルボールペン、ウエット 

ティッシュ、チラシ「消費者ホッ 

トライン１８８（若者）」 

２ 「松本山雅」ホームゲーム会場周辺の街頭啓発 

１０月１３日開催 対ツエーゲン金沢戦 

約１，０００人配布 

配布物・・・ オリジナルボールペン 

       ポケットティッシュ 

３ 不用食器リサイクル事業 

  １１月９日開催 約５００部配布 

  配布物・・・啓発チラシ 

４ ハタチの記念式典（旧成人式） 

令和７年１月１２日開催 約２,３００人 

   配布物・・・パンフレット（ＰＤＦデータ） 

 



 

 

【消費者教育の実施】 

 専門相談員（消費生活相談員）等に

よる出前講座の開催 

 

 

 

 

 

 

消費生活講座「賢い消費者になるために」の開催 

《出前講座実績》 

・４月１１日  新村地区福祉ひろば（４２名参加） 

・４月１７日  庄内地区福祉ひろば（２４名参加） 

・４月１９日  松南地区福祉ひろば（５３名参加） 

・５月９日   島内地区民生児童委員協議会 

（２８名参加） 

・５月１４日  四賀地区福祉ひろば（２０名参加） 

・５月１７日  安曇地区大野田町会（１２名参加） 

・５月２１日  和田地区福祉ひろば（３５名参加） 

・６月１６日  島立地区三の宮町会（１９名参加） 

・６月２５日  安曇地区稲核町会（１３名参加） 

・７月３日   安曇地区島々町会（１７名参加） 

・７月９日   第一地区福祉ひろば（１２名参加） 

・７月２４日  元町児童館（１１名参加） 

・７月２８日  城北地区田町町会（１４名参加） 

・８月２１日  元町児童館（１９名参加） 

・９月９日   中山地区福祉ひろば（３５名参加） 

・９月１０日  島内地区島高松町会（１０名参加） 

・９月２６日  第一地区地域づくりセンター 

（８８名参加） 

・９月２７日  河西部西地域包括支援センター 

（４１名参加） 

・１０月９日  安曇地区稲核町会（１１名参加） 

・１０月１７日 島内地区北方町会（３５名参加） 

・１１月２１日 信州大学「生命保険を考えるゼミ」 

※共通教育受講の主に１～２年生（２４名参加） 

・１２月４日  庄内地区町内公民館長会 

（９名参加） 

・１２月１３日 松本養護学校（１０名参加） 

・２月１９日  島内地区島高松町会（１３名参加） 

【その他】 １ 多重債務無料弁護士相談会 

・６月６日開催  相談者３名 

・１１月７日開催 相談者１名 



 

 

 

【その他】 ２ 消費者被害防止のバス広告 

車体後部全面広告２台、車体戸袋広告２台 

(アルピコ交通 市内主要路線） 

掲示期間 令和６年４月～令和７年３月 

内  容 成年年齢引き下げ 

     クーリング・オフ 

       定期購入 

３ 消費者被害防止啓発の電車内サイネージ広告 

  （アルピコ交通 上高地線車内） 

設置期間 令和６年６月～令和７年３月 

内  容 被害防止の５つの心得 

４ 特殊詐欺（電話でお金詐欺）被害防止啓発活動 

・４月１５日  八十二銀行惣社支店 

松本信金清水支店 

・５月１６日  松本駅お城口 

・６月１４日  八十二銀行南松本支店 

・８月１５日  八十二銀行梓川支店 

・１０月１１日 イトーヨーカドー南松本店 

シネマライツ 

・１２月１３日 イオンモール松本 

・２月１４日  八十二銀行信州大学前支店 

        デリシア桐店 

※２月１６日付市民タイムス掲載 

５ 松本市消費者問題協議会 

  消費者保護行政の総合的な推進を図る 

第１回 令和６年７月８日 開催 

第２回 令和７年２月４日 開催 

６ 職員研修 

  消費生活相談員受講の主な研修は以下のとおり 

⑴ 国民生活センター研修 

・霊感商法に関する消費者トラブル 

⑵ 長野県 

・消費生活相談員等実践研修 

⑶ （株）社会空間研究所 ※国土交通省補助事業 

・賃貸住宅の賃貸借契約に係る相談対応研修 

・残置物の処理等に関するモデル契約条項の解説 

セミナー 



































消費者被害防止のバス広告 

 

後部広告 

（成年年齢引き下げ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

後部広告 

（クーリング・オフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



消費者被害防止のバス広告 

 

戸袋広告 

（成年年齢引き下げ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戸袋広告 

（定期購入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



車内デジタルサイネージ用
「賢い消費者になるために」篇

上からフレームイン
↓

↑
下からフレームイン

上から石が降ってくる

右からフレームイン







令和７年度松本市消費者保護事業計画について 

 

事 業 内  容 

１ 広報紙や新聞情報紙等

への記事掲載 

１  広報まつもと特集ページ 

年１回（令和８年２月号掲載予定） 

２   信濃毎日新聞社 情報紙「ＭＧプレス」 

     毎月第４金曜日掲載 

消費生活相談事例等の紹介と注意喚起、情報提供 

３   勤労情報冊子「労政まつもと」 

１０月発行予定号に掲載予定 

タイトル：「賢い消費者になりましょう」 

 

２ ラジオ出演 

 

ＦＭまつもと（７９.１ＭＨｚ） 

１ 放送予定 １０月３０日（木）午前７時３０分～７時４５分 

２ 内  容 消費生活センターと契約トラブル事例の紹介 

 

３ 松本市ホームページ １ 松本市消費生活センター、消費者庁や国民生活センター等の 

 注意喚起情報を掲載 

２ 消費者教育に関する啓発冊子、出前講座の内容を掲載 

３ 消費生活センターの紹介や利用案内 

その他、必要な情報を随時更新 

 

４ ＳＮＳ等による発信 消費生活情報や相談事例を発信して、消費者被害防止に向けた

周知啓発を推進 

１ 国民生活センター配信の「見守り新鮮情報」と「子どもサポ 

ート情報」を地域づくりセンター、福祉ひろば、こども育成課 

(児童施設)へ情報発信 

２ 「安心メール」「ＬＩＮＥ」を用いた情報 

 

５ 消費者保護啓発冊子、

チラシ等の配布 

 ハタチの記念式典や各イベント等において、消費者被害防止に

向けた周知啓発活動を実施 

 

１ ２０２５新社会人激励のつどい 

  ４月９日開催 約２００部配布 

  配布物・・・ボールペン、ポケットティッシュ、 

チラシ「悪質商法かも!? 勧誘されたら１１８ 

番）」 

２ 松本山雅ホームゲーム 

  調整中 



 

６ 消費者教育の実施 

 

 

 

 

 

１ 出前講座 

広く市民に向けた消費生活講座「賢い消費者になるために」

の開催 

  加えて、庁内職員・福祉関係職員などの身近な支援者の立場 

の方々との意見交換・研修の場づくり 

 

２ 出前教室 

中学生を対象に、授業の一環として消費者教育を実施 

・開成中学校（調整中） 

 

７ その他  １ 多重債務者無料弁護士相談会 

７月７日 ３０分×４枠 

※２回目の開催を年内に予定 

２ 消費者被害防止のバス広告 

⑴ 内容 

ア 成年年齢引き下げ 

イ クーリング・オフ 

ウ 定期購入 

※車体後部全面広告３台、車体戸袋広告２台 

※市内主要路線へ実施 

⑵ 掲示期間 

令和７年４月～令和８年３月 

３ 消費者被害防止の電車内サイネージ広告 

 ⑴ 内容 

被害防止の５つの心得 

   ※上高地線で実施 

 ⑵ 掲示期間 

令和７年４月～６月、令和８年１月～３月 

４ 特殊詐欺（電話でお金詐欺）被害防止啓発活動 

   ・４月１５日 八十二銀行笹賀支店 

・６月１３日 デリシア波田駅前店 

５   松本市消費者問題協議会 

年２回開催予定 

   第１回 令和７年６月３０日 開催 

 第２回 令和８年２～３月頃 開催予定 

 







令和６年度消費生活相談の状況について

427 370 349 356 410

6,317
5,345 5,496 5,349 5,523

0

4,000

8,000

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度（速報値）

苦情 問合せ･要望件

その他
3,304件
（△ 6）
59.9％

99件

1.8％

95件

1.8％

335件

6.1％

330件

6.2％

354件

6.4％

334件

6.2％

573件

10.4％

584件

10.9％

774件

14.0％

773件

14.5％

884件

16.0％

845件

15.8％

1,467 件

26.6％

1,380 件

25.8％

1,037 件

18.7%

1,008 件

18.8%

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

R6

R5

70歳以上

件

60歳以上 2,225件 41.6%
年度

60歳代50歳代40歳代30歳

代
20歳

代

20歳

未満
不明･団体

5,349件

6,744
5,845

※上部は総件数

60歳以上 2,351件 42.6%

5,523件

5,933

商品一般 593件（+ 62） 10.7％
（身の覚えのないクレジットカード使用、架空請求

など商品を特定できないもの）

役務その他 352件（△ 21） 6.4％

（占いサイト、広告代理サービス など）

化粧品 394件（+ 34） 7.1％
（化粧クリーム、ファンデーションなど）

インターネット通信サービス150件（△ 21）2.7％

（光回線の他事業者への切り替え勧誘 など）

健康食品 280件 （＋ 81） 5.1％
(サプリメント、酵素食品 など）

レンタル・リース・貸借 235件(+ 46）4.3％

（賃貸アパート、リースサービス など）

5,715

県消費生活センター

（県消費生活センター受付分 速報値）

自動車、

フリーローン・サラ金

インターネットゲーム

など

〔１ 相談件数の推移〕

〔３ 商品・サービス別相談(苦情)件数・割合〕

〔２ 契約当事者年代別相談(苦情)件数・割合〕 ※小数点以下第二位を四捨五入、以

工事・建築・加工 215件 （△ 1） 3.9％
(屋根工事、新築工事など）

5,705

※項目内の（ ）は対前年度増減



参考：全国と県・市町村における消費生活相談(苦情)件数の推移〕

【特殊販売以外 】

〈店舗購入〉

自動車、賃貸アパート、スマートフォン、

脱毛エステ など

〈不明・無関係〉

不審な電話、クレジットカードの不正

利用 など

【 その他特殊販売 】

〈マルチ・マルチまがい商法 （連鎖

販売取引）〉

ファンド型投資商品、健康食品

化粧品 など

〈ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ・ｵﾌﾟｼｮﾝ（送り付け商法）〉

健康食品、魚介類 など

〈訪問購入（事業者が訪問して買

取）〉不用品回収、貴金属、着物 な

ど

〈その他無店舗〉

コインパーキング、ウォーターサー

バー など

【 特殊販売 】

〈通信販売〉

化粧品、健康食品、アダルト

情報サイト、出会い系サイト、

インターネットゲーム など

〈訪問販売〉

屋根工事、新聞、衛生サービ

ス、電気料金、ふとん類

など

〈電話勧誘販売〉

電話（光ファイバー）、魚介類、

内職・副業、健康食品、広告

代理サービス など

通信販売

2,002件（+62）

36.2％

電話勧誘販

売

411件(+21）

7.4％
訪問販売

407件（+22）

7.4％

その他特殊販売

156件（△18）

2.8％

店舗購入

896件（+58）

16.2％

不明・無関係

1,651件 （+29)

29.8％

※項目内の（ ）は対前年度増減

5,345件

41.1％

5,496件

39.2％
5,349件

37.9％

7,671件

58.9％

8,521件

60.8％

8,776件

62.1％
8,416件

60.4%

848,017 件
899,282 件 893,288 件 902,554 件

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度（速報値）

県 市町村 全国

13,939件
13,016件

※

14,017件

※全国データは県集計時のもの

14,125件

5,523

件

39.6％

〔４ 販売購入形態別相談(苦情)件数・割


